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広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 96
－ 159 －
観的に”認識されるありのままの事実ではなく、厳密には異なる事実関係が“実














































































車に該当するものと解すべきである。」（最判平成９年 11 月 11 日判例時報
































































































































成分ではなかった。そして判決は「・・・地方税法（平成 16 年法律第 17 号
による改正前のもの）700 条の３及び東京都都税条例（昭和 25 年東京都条例
第 56 号）103 条の２は，所定の炭化水素油の販売等を軽油引取税の課税の対

































という点が争われた事案がある。最高裁（最判昭和 48 年 11 月 16 日判例時報























































































































































































































うな態度は採りえないと考えられるので、前掲・最判昭和 47 年 11 月 16 日が
妥当であると解される。












































































































































































































412 号同年 10 月 20 日大法廷判決・民集８巻 10 号 1907 頁，最高裁昭和 32 年
（オ）第 552 号同年９月 13 日第二小法廷判決・裁判集民事 27 号 801 頁，最高
裁昭和 35 年（オ）第 84 号同年３月 22 日第三小法廷判決・民集 14 巻４号
551 頁参照」（最判平成 23 年２月 18 日訟務月報 59 巻３号 864 頁）とした。
































































































































































































おける遡及効を否定すべき事情とは何か。次の、神戸地判平成 14 年２月 21
日訟務月報 49 巻５号 1623 頁を見ると分かろう。まず、時効による権利取得
は期間の経過ではなく、援用の時点である旨を先行する最高裁判例に基づき
触れた後、「（ア）・・・時効により不動産を取得した者に対する課税上の取扱




判決・月刊税務事例 25 巻４号 22 頁，静岡地裁平成８年７月 18 日判決・税務











































































































る場合であることを要するところ（最高裁昭和 27 年（オ）第 938 号同 29 年
11 月 26 日第二小法廷判決・民集８巻 11 号 2087 頁、昭和 44 年（オ）第 829
号同 45 年５月 29 日第二小法廷判決・裁判集民事 99 号 273 頁参照）、右動機
が黙示的に表示されているときであっても、これが法律行為の内容となるこ







高裁昭和 47 年（行ツ）第４号同 50 年５月 27 日第三小法廷判決・民集 29 巻
５号 641 頁、昭和 51 年（行ツ）第 27 号同 53 年２月 16 日第一小法廷判決・

















時報 1336 号 93 頁）とした。このように、最高裁は、動機に係る錯誤無効の
主張が認容される要件に言及しつつ、この事案においては、動機が相手方に
黙示的にではあれ、表示されていると認定され、錯誤無効の主張が認容され
61 － 租税法総論（３）（手塚）
－ 194 －
た。民法学説上、法律の錯誤についても錯誤無効の対象となることが認めら
れ、さらには動機については必ずしも相手方との契約締結の際の合意事項と
は言いえないから、それが相手方に表示されているときに錯誤無効の対象と
なるとされる。先の最高裁の判断は民法解釈論をベースとしており、税負担
に関する錯誤も錯誤無効の対象となりうるとされるのである。尤も、錯誤無
効を認めないことによる財産分与者に係る過重な負担および被分与者である
前配偶者の利得の大きさあるいは、事業所得の場合には錯誤無効の主張が困
難ではないか、といったこの事案における特殊性を見出すかのごとき見解も
ある点には注意を要する。
